
１．　重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　貯蔵品………総平均法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　建物附属設備及び什器備品………定率法によっている。
　　　ソフトウェア………………………定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
　　　賞与引当金引当金………職員等の賞与の支給に備えるため、
　　　　　　　　　　　　　  当期に帰属する期間の支給見込み額を計上している

　　　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、
　　　　　　　　　　　　　　　内規に基づく期末要支給額を計上している。

　　　退職給付引当金引当………職員の期末退職給与の自己都合要支給額に
　　　　　　　　　　　　　　　相当する金額を計上している。

（４）消費税等の会計処理………消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
２.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

科　　 目 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
　　退職給付引当資産 40,987,316 5,409,921 0 46,397,237
　　JADMA基金預金 10,000,000 190 190 10,000,000
　　移転費用準備資金 24,000,000 0 0 24,000,000
　　50周年事業積立資産 0 14,800,000 0 14,800,000

74,987,316 20,210,111 190 95,197,237

３.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
３.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）
(うち指定正味財 (うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

特定資産
　　退職給付引当資産 46,397,237 (      -      ) (      -      ) (46,397,237)
　　JADMA基金預金 10,000,000 (10,000,000) (      -      ) (      -      )
　　移転費用準備資金 24,000,000 (      -      ) (24,000,000) (      -      )
　　50周年事業積立資産 14,800,000 (      -      ) (14,800,000) (      -      )

95,197,237 (10,000,000) (38,800,000) (46,397,237)

４．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
５．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

  建物附属設備 10,147,946 7,244,958 2,902,988

  什 器 備 品 15,330,207 9,452,816 5,877,391

  ソフトウエア 13,054,450 5,966,413 7,088,037

38,532,603 22,664,187 15,868,416

財務諸表に対する注記

前期末残高

合　　計

科　　 目 当期末残高

合　　計

科　　　目

合　　　計



５．その他
(1)退職給付関係

ア　採用している退職給付制度の概要
　　　退職一時金制度及び複数事業主制度である企業年金基金制度（経済産業省関係公
　　益法人企業年金基金）を採用している。このうち企業年金基金制度については、当
　　協会の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、確定
　　拠出制度と同様に会計処理している。
　　　なお、退職一時金制度は、簡便法により退職給付債務及び退職給付費用を計算し
　　ている。また、当基金は平成30年10月1日にて代行返上を行い企業年金(DB)に
　　移行している。

イ　確定給付制度
　①簡便法を適用した制度の、退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(単位：円）

　②退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付に係る
　　債務及び退職給付に係る資産の調整表

(単位：円）

　③退職給付費用

前年度 当年度
　簡便法で計算した退職給付費用 4,792,997円 5,962,151円

ウ　複数事業主制度
　　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の企業年金基金制度への要
　拠出額は、前年度 1,115,040円、当年度 1,194,390円である。

　①複数事業主制度の直近の積立状況（令和4年3月31日基準）
(単位：円）

　②制度全体に占める当協会の加入人員割合
前年度 0.25% （令和03年3月31日）
当年度 0.32% （令和04年3月31日）

(2)資産除却債務関係
　　　事務所の不動産賃貸借契約に基づき、オフィス退去時における原状回復に係る
　　債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、
　　当面事務所を移転する予定もないことから、資産除却債務を合理的に見積もる
　　ことができない。そのため、当該債務に見合う資産除却債務を計上していない。

差引額
7,083,823,744 7,267,595,287

年金資産の額（時価）
12,433,319,744 12,898,469,287

年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額（当
年度は責任準備金の額） 5,349,496,000 5,630,874,000

貸借対照表に計上された負債と資産
の純額 40,987,316 46,397,237

前年度 当年度

退職給付に係る債務 40,987,316 46,397,237

非積立型制度の退職給付債務 40,987,316 46,397,237

貸借対照表に計上された負債と資産
の純額 40,987,316 46,397,237

退職給付に係る債務の期末残高 40,987,316 46,397,237

前年度 当年度

　退職給付費用 4,792,997 5,962,151

　退職給付の支払額 0 552,230

退職給付に係る債務の期首残高 36,194,319 40,987,316

前年度 当年度


	注記(2022年度)

